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Risk and Crisis Management Division
危機管理室

岡山市の救助実施市指定について①

災害救助法の一部改正が平成３０年６月８日に成立し（平成３１年４月１日施行）、これまで都

道府県が行っていた被災者の救助について、救助実施市に指定された政令指定都市が自ら
の事務として行うことを可能にする制度が創設されました。
岡山市は、この制度の趣旨である被災者の救助を迅速かつ円滑に行うことができるよう、で

きるだけ早期の救助実施市指定を目指し、所要の準備を進めております。

救助実施市指定の概要

「災害救助法の一部を改正する法律案の概要（内閣府）」より抜粋

災害救助の円滑かつ迅速な実施を図るため、救助実施市が自らの事務として被災者の救助
を行うことを可能にする制度を創設。

１．救助実施市の指定

内閣総理大臣は、申請に基づき、防災体制や財政状況等を勘案し、救助実施市※を指定す
るものとする。また、指定に際しては、内閣総理大臣はあらかじめ都道府県知事の意見を聴く
ものとする。（救助法第２条の２）

※指定都市を指定、具体的な基準は内閣府令で規定。

２．都道府県による調整

都道府県知事は、救助に必要となる物資（食料や住宅資材等）の供給等が適正かつ円滑に
行われるよう、救助実施市の長及び物資の生産等を業とする者その他の関係者との連絡調整
を行うものとする。（救助法第２条の３）

３．災害救助基金

救助実施市は、救助費用の財源に充てるため、都道府県と同様に災害救助基金を積立てて
おかなければならないこととする。（救助法第２２条）

改 正 法 の 概 要

救助実施



Risk and Crisis Management Division
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岡山市の救助実施市指定について②

県の調整機能について

資源配分計画とは、発災時の物資等の配分が適切かつ円滑に実施されるようにするため

に、包括都道府県と救助実施市や関係団体の調整する段取り（手順）をマニュアル化するもの。

そうしたことから、資源配分計画は、改正法第２条の３に基づき連絡調整権を持つ都道府県

が救助実施市を申請しようとする指定都市の協力の下、検討するものであり、救助実施市が

都道府県の連絡調整権に従うものという根拠となるもの。

その内容は、災害時の態様に応じて資源配分が迅速かつ実効的にできることを目的に、都

道府県が救助実施市との間の調整のオペレーションを定めるものである。

「平成30年10月15日救助実施市指定基準検討会議（報告）」より抜粋

資源配分計画について

○権限移譲をされた指定都市が資源の先取りをすることなく、県内市町村へ資源が行き

渡ることができるよう調整することが求められています。

○改正災害救助法第２条の３において「都道府県知事による連絡調整」が定められてお

り、救助実施市は県の資源配分調整(資源配分計画)のもと、救助を実施することになり、

これまでどおり県が調整した上で、適切に県が資源の配分を行います。

○ 岡山市域の救助実施を地域の実情に最も精通した基礎自治体である岡山市が担うことで、
災害に応じた迅速かつ円滑な救助を行うことができるようになります。

○ 広域災害が発生した場合には、岡山市が市域の災害救助を担うことで、岡山県は、他市町
村における救助に傾注することができます。

メ リ ッ ト

○ 岡山市が救助実施市に指定された場合、実施主体が岡山市となるため、岡山市が物資供
給の依頼、支払いの手続き等について行うこととなります。

○ しかし、岡山市以外の区域にわたる大規模災害時には、資源を公平に配分する必要があ
るため、岡山県と岡山市が物資供給依頼前に調整を行い、その内容を岡山県が災害時協
力協定団体等へ連絡し、団体と調整することとなります。

○ 県が連絡した後に、調整した内容で本市から物資供給の依頼、支払い等を行うこととなり
ます。

災害時協力協定団体等との関係



（説明用）
岡山市危機管理室

災害時協力協定の事務の流れ
（岡山市以外の区域にわたる広域災害の場合）

協定団体

県
（窓口）

岡山市

②配分量の調整

1. 県の連絡調整

協定

①必要量の連絡

③配分量の連絡

協定団体

県 岡山市

④要請文書

2. 要請文書・供給

⑤供給 ④要請文書 ⑤供給

協定団体

県 岡山市

⑥請求

3. 請求・支払い

⑦支払い ⑥請求 ⑦支払い

（岡山市分含む）

既存協定 新協定


